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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第84期

第２四半期

連結累計期間

第85期

第２四半期

連結累計期間

第84期

第２四半期

連結会計期間

第85期

第２四半期

連結会計期間

第84期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （百万円） 34,302 35,618 21,128 17,597 91,892

経常利益又は
経常損失（△）

（百万円） △489 2,085 △704 880 5,310

四半期（当期）
純利益又は
四半期純損失（△）

（百万円） △295 759 △419 436 2,984

純資産額 （百万円） － － 10,075 13,857 13,609

総資産額 （百万円） － － 89,893 83,434 85,733

１株当たり純資産額 （円） － － 284.63 398.95 393.73

１株当たり四半期
（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

（円） △9.08 23.31 △12.87 13.41 91.62

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 10.3 15.6 15.0

営業活動による    
キャッシュ・フロー

（百万円） △503 4,167 － － 5,563

投資活動による     
キャッシュ・フロー

（百万円） △890 △731 － － △2,259

財務活動による     
キャッシュ・フロー

（百万円） 8,152 △1,366 － － 7,135

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － － 28,588 34,338 32,278

従業員数 （名） － － 1,175 1,141 1,120

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営む事業の内

容に重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 1,141（368）

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員である。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

る。

３　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 721

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

 当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 　生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

船舶部門 11,940 －

  うち新造船 11,024 －

陸機部門 1,571 －

その他の部門 1,004 －

合計 14,516 －

(注) １　金額は期間中に発生した製造原価で示している。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2)　受注実績

 当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称

受注高 受注残高

数量 金額(百万円)
前年同四半期比

(％)
数量 金額(百万円)

前年同四半期比
(％)

船舶部門 　 16,390 － 　 147,285 －

  うち新造船
 ４隻

 213,600総トン
15,681 －

 35隻

 1,830,070総トン
145,897 －

陸機部門 　 586 － 　 916 －

その他の部門 　 1,231 － 　 2,126 －

合計 　 18,208 － 　 150,328 －

(注) １　陸機部門のうち遊園施設運営および機械レンタルは受注高および受注残高に含めていない。

２　受注残高の新造船隻数及び総トンは工事完成基準で記載している。

３　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3)　販売実績

（ア）販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称

  当第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日～平成22年９月30日)

金額(百万円) 前年同四半期比(％)

船舶部門 14,019 －

  うち新造船 13,024 －

陸機部門 2,058 －

その他の部門 1,519 －

合計 17,597 －

(注) １　工事進行基準の適用により、新造船の隻数及び総トンを省略している。なお、引渡し隻数は３隻で、153,296総ト

ンである。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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（イ）総販売高に対する割合が10％以上の顧客に対する販売実績

顧客

前第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日～平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日～平成22年９月30日)

工事内容
総販売高に対する

割合・金額
工事内容

総販売高に対する

割合・金額

PRIMAVERA

MONTANA S.A.

 バルクキャリアー

　

25％～30％

(52億円～63億円)
― ―

CLEVELAND

SHIPMANAGEMENT

S.A.

 バルクキャリアー

　
15％～20％

(31億円～42億円)
― ―

CLIO 

MARINE INC.

 バルクキャリアー

　

10％～15％

(21億円～31億円)

 バルクキャリアー

　

30％～35％

(52億円～61億円)

　

　

２ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財務状況等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがある。なお文中における将来に関する事項は当四半期報告書提出日現在において当社グループが判

断したものである。

　

1)　経済状況、事業環境について

船舶部門においては世界経済の動向に伴う海上荷動の需要変動により新造船受注量並びに受注価格

が影響を受ける。また国際的な安全と環境に関する規制の強化が逐次行われる可能性があり、当該規制

を満たす船舶の設計、製造が必要となる。更に今後中国をはじめアジア諸国の造船業の台頭による競争

が激化することも予想される。

陸機部門及びその他の部門においては海外並びに国内経済の動向に影響されるとともに、立体駐車

装置、建設機械、空調工事等はマンション建設他建設需要の動向の影響を受ける。レジャー事業は消費

者ニーズ、消費動向に加え天候要因にも影響される。陸機部門及びその他の部門においても海外への輸

出に注力しており、現地での需要動向や法規制等の変更により業績への影響を受ける可能性がある。

2)　外国為替相場の変動について

船舶部門において売上の大半を占める新造船が海外向け輸出の比率が高く、円建て契約もあるもの

の、外貨建て契約が存在し、また中間資材の輸入等もあり、外国為替相場の変動により、売上、損益とも

影響を受けることとなる。陸機部門及びその他の部門においても輸出入があり、外国為替相場の変動に

より当該部門の業績が影響を受ける可能性がある。

3)　金利の変動について

今後金利が上昇した場合、当社グループの有利子負債の支払利息が増加し金融収支が悪化する可能

性がある。

4)　投資有価証券について

今後株式市場が大幅に変動した場合、当社グループが保有する投資有価証券の多くが取引先の上場

株式であり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。
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5)　原材料及び資材価格について

いわゆるＢＲＩＣｓ諸国の経済成長に伴い、鉄、非鉄金属、石油等の原材料の値上がりが激しく、連れ

て造船用厚板を始め当社グループの調達資材価格が上昇し、受注生産を中心とする当社グループの事

業特性からコストアップ要因として働き業績に影響を与える可能性がある。

6)　製品の保証について

当社グループでは、品質管理基準に従って製品の製造並びに据付工事及びメンテナンス等を行って

いるが、当社グループ負担の保証工事や製造物賠償責任等に伴うコスト発生から、保険等でカバーでき

ず、業績や財務状況に影響を及ぼす可能性がある。なお、豪州観覧車については、平成21年３月期決算以

降数次にわたり保証工事引当金を計上している。これは、ホイール部分を取り外して改めて作り直すな

どのために保証工事が長期にわたっていることから、四半期決算ごとにその時点での設計変更や追加

工事などの金額を合理的に見積り、引当計上しているためである。今後、保証工事を進めていく過程で

さらに設計変更や追加工事など想定外の事態が生起した場合には保証工事引当金を追加計上する可能

性がある。また、今後、発注主から損害賠償請求等が発生する可能性がある。

7)　法的規制、会計基準について

当社グループは、国内外で、わが国並びに各々での各種法令、許認可や規制の遵守のもとに事業を遂

行し、会計基準に則り会計処理を行っているが、法令の改廃や、法的規制が設けられたり、また税効果会

計や減損会計を適用しているため将来の予想数値の変更等があった場合並びに会計基準が変更される

場合等には当社グループの貸借対照表、損益計算書に影響を及ぼす可能性がある。

8)　環境保全について

社会の要請である環境保全については、グループ全体で真摯に取り組んでいるが、不測の事態等によ

りコストの発生が業績に影響を及ぼす可能性がある。

9)　災害及び事故について

当社グループは火災、地震、台風等の各種災害に対し、損害の発生及び拡大を最小限に止めるべく防

波堤の構築やシステム機器の分散設置等を講じているが、それらの災害により当社グループの活動が

影響を受けることがある。また、工場及び工事現場並びに事業現場における安全管理には組織的に万全

を期しているが、万一事故が起きた場合には損害額、賠償額が保険等で十分カバーされず当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性がある。

10)　訴訟等について

当社グループの事業に関連して、当社グループが当事者となることのある訴訟その他法的手続きに

係る決定等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がある。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものである。

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の需要回復や政府によるエコポイント制度

等の景気対策から緩やかな回復基調となったが、デフレに加え円高の一層の進行等により、先行き不透明

感が高まった。

当社グループを取り巻く事業環境は、船舶部門では新興国経済の回復による海上物流の増加に伴い新

造船需要も回復基調となったが、中国の造船能力の飛躍的増大による供給圧力に晒される状況となった。

陸機部門では国内市場の設備投資低迷や猛暑による遊園地入場者数の減少等により厳しい状況が続い

た。このような状況下、当社グループでは新造船については、新規10万重量トン級のバルクキャリアーを

開発するとともに、既存83千重量トン型のパナマックス・バルクキャリアーの環境対応、省エネの新型を

開発し営業を開始した。陸機部門においても、顧客ニーズに即した新商品の開発に注力する一方、全社

ベースのコスト削減等、全社一丸となった生産性向上による収益力の向上と技術力の強化に努めた。

当第２四半期連結会計期間の売上高は、前年同四半期比3,530百万円（16.7％）減少の17,597百万円と

なった。営業利益は船舶部門の採算向上により、前年同四半期比1,498百万円(前年同期は543百万円の営

業損失)増加の955百万円となり、経常利益は1,585百万円(前年同期は704百万円の経常損失)増加の880百

万円、四半期純利益は856百万円(前年同期は419百万円の四半期純損失)増加の436百万円となった。

セグメント別の業績は次のとおりである。
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①船舶部門

当第２四半期連結会計期間においては、新造船需要がバルクキャリアーを中心に回復傾向となる中、

当社においても資機材価格動向を見極めつつ、新船型を中心に受注活動に注力し、新開発の10万重量ト

ン級を含めバルクキャリアーを４隻(15,681百万円)受注した。その結果、当第２四半期連結会計期間末

の受注残高は147,285百万円となった。新造船の引渡しは、ハンディケープ・バルクキャリアー１隻、パ

ナマックス・バルクキャリアー２隻の合計３隻であり、修繕船等を加えた当該部門の売上高は新造船の

工事完成基準の売上計上がなくなり、工事進行基準のみの売上計上となったことから14,019百万円と

なった。営業利益は、船価の改善と生産性向上により2,131百万円となった。

　

②陸機部門

立体駐車装置、建設機械、遊園機械の製造及び遊園地運営等を行う陸機部門の受注高は設備投資と個

人消費の低迷に伴い586百万円となり、当第２四半期連結会計期間末の受注残高は916百万円となった。

売上高は、設備投資の低迷から2,058百万円となった。損益面は、各種合理化によるコストダウンに取り

組んだが、豪州観覧車の保証工事引当金1,012百万円の追加計上から805百万円の営業損失となった。

　
③その他の部門

主として連結子会社の事業である空調・給排水・環境工事、機械部品製造、化粧品製造用機械製造等

のその他の部門の受注高は、国内設備投資の低迷に伴い1,231百万円となり、当第２四半期連結会計期間

末の受注残高は2,126百万円となった。売上高は環境工事、化粧品製造用機械製造等の減少により1,519

百万円となった。営業利益は、売上高の減少に伴い19百万円となった。

　

(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,835百万円減少し、

56,706百万円となった。これは主に、現金及び預金が2,160百万円増加したものの、売掛金が2,893百万円、

未収消費税等が797百万円減少したこと等によるものである。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて463百万円減少し、26,727百万円となった。これは主に、投資有

価証券が659百万円減少したこと等によるものである。
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（負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて1,960百万円減少し、

49,624百万円となった。これは主に、前受金が1,755百万円減少したこと等によるものである。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて586百万円減少し、19,952百万円となった。これは主に、資産除

去債務557百万円を計上したものの、長期借入金が1,097百万円減少したこと等によるものである。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて248百万円増加し、13,857

百万円となった。これは主に、利益剰余金が596百万円増加したものの、その他有価証券評価差額金が391

百万円減少したこと等によるものである。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ、2,060百万円

増加し34,338百万円となった。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間と比べ、6,023百万円増加し3,117百

万円の収入となった。これは主に、売上債権の減少による収入が3,374百万円、仕入債務の増加による収入

が3,052百万円それぞれ増加し、前受金の減少による支出が3,567百万円減少した反面、たな卸資産の増加

による支出が3,655百万円増加したこと等によるものである。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動におけるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間は315百万円の支出に対し、当第

２四半期連結会計期間は433百万円の支出となった。これは主に、定期預金の払戻による収入が305百万円

減少したこと等によるものである。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動におけるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間と比べ8,237百万円収入が減少し

1,197百万円の支出となった。これは主に、前第２四半期連結会計期間は長期借入金を調達したこと等に

より7,040百万円の収入であったのに対し、当第２四半期連結会計期間は長期借入金を返済したこと等に

より1,197百万円の支出となったこと等によるものである。

　

EDINET提出書類

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌(E02132)

四半期報告書

 9/37



　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はない。

　
　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　
① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

　
　当社は、当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの企業価値ひいては

株主共同の利益の確保・向上していくことを可能とする者が望ましいと考えております。もっとも、上

場会社として当社株式の自由な売買が行われている以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株

式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきもの

であると考えます。

　しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益

を著しく損なうもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強制するおそれがあるもの、株主の皆様が買付

けの条件等について検討したり、当社取締役会が代替案を提案したりするための十分な時間や情報を提

供しないもの等も散見されます。また、船舶部門及び陸上部門を手掛ける当社グループの経営において

は、当社グループが保有する有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社グループに与

えられた社会的使命、それら当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を構成する要素等への理

解に基づく中長期的な視野を持った経営施策が必要不可欠です。かかる買付行為がなされる場合や当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりかかる中長期的視野を欠く経営がなされる場合、当社

グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わる全てのステークホルダーの利益

は毀損されることになる可能性があります。

　従って、当社としましては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大規模買付

行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような大規

模買付行為を行う者に対しては必要かつ相当な対抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保する必要があると考えております。

　
　
 ② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　
　当社グループの企業価値の源泉は、顧客ニーズに即した製品を提供し続ける技術開発力、熟練した技能

及び豊富なノウハウを有する従業員、顧客・地域社会・取引先との信頼関係、技術力の結晶を生み出す

当社グループの事業拠点、人々の生活を豊かにするために日々研鑚する企業精神等にあると考えており

ます。

　当社といたしましては、これら企業価値の源泉を最大限に活用しつつ、

◎　より効率的に高品質な製品を供給する生産体制を築き、収益性を高めること

◎　多様化する顧客ニーズと信頼に応えるとともに、安全かつ、環境に配慮した製品の開発等の技術革新

に絶えず取組むこと
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◎　永年にわたって蓄積した専門技術・技能・ノウハウの維持、向上及び円滑な継承を行っていくこと

◎　相互信頼に基づく良好な労使関係を継続していくこと

◎　100年近くにわたり培った社会的信用や、海・陸の分野での実績を通して構築された顧客、地域社会、

取引先等との揺るぎない信頼関係を維持していくことにより、中長期的な視点から企業価値の向上

に努めております。

　また、平成19年６月には、経営の「意思決定機能」及び業務執行の「監督機能」と「業務執行機能」を

分離し、効率的な意志決定及び業務執行の体制を構築するとともに、経営の透明性を保ちつつ、企業価値

の向上を目指すことを狙いとして、執行役員制度を導入するなど、コーポレート・ガバナンスの強化充

実に向けて取り組んでおります。

　
　
③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

　
　当社は、平成20年５月15日開催の当社取締役会において、①で述べた基本方針に照らし、「当社株式の

大規模買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）の導入を決議いたしました。

　本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付

行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場

取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者

による買付行為を除きます。かかる買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う

者を以下「大規模買付者」といいます。）が行われる場合に、(a)大規模買付者が当社取締役会に対して

大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を事前に提供し、(b)当社取締役会のための一定の評価期

間が経過し、かつ(c)取締役会または株主総会が新株予約権の発行等の対抗措置の発動の可否について

決議を行った後に大規模買付行為を開始する、という大規模買付ルールの遵守を大規模買付者に求める

一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予約権の発行等

を利用することにより抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させることを目的とする

ものです。

　大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模買付者及び大規

模買付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された「意向表明書」を提出することを求

めます。さらに、大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要

情報リストに基づき株主の皆様の判断及び当社取締役会の意見形成のために必要な情報の提供を求め

ます。

　次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の必要情報の

提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場

合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）（最大30日間の延長がありえます。）を当社取締

役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、当該期間内に、外

部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された情報を十分に評価・検討し、後述の独立

委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表します。また、当社

取締役会は、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社

取締役会としての代替案を提示することもあります。

　当社取締役会は、本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断を防止するための諮問

機関として、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役及び社外
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有識者の中から選任された委員からなる独立委員会を設置し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守

しないため対抗措置を発動すべきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

著しく損なうと認められるため対抗措置を発動すべきか否か、対抗措置の発動の可否につき株主総会に

諮るべきか否か等の本対応方針にかかる重要な判断に際しては、独立委員会に諮問することとします。

独立委員会は、(a)大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないため対抗措置発動を勧告した場合、

(b)大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認

められるため対抗措置発動を勧告した場合、及び(c)大規模買付者による大規模買付行為ないしその提

案内容の評価、検討の結果、対抗措置の不発動を勧告した場合を除き、新株予約権の発行等の対抗措置の

発動の可否につき株主総会に諮るべきである旨の勧告を当社取締役会に対し行います。

　当社取締役会は、株主総会決議に従って、または取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の

事情がない限り独立委員会の前述の勧告を最大限尊重し、新株予約権の発行等の対抗措置の発動または

不発動に関する会社法上の機関としての決議を遅滞なく行います。対抗措置として新株予約権の発行を

実施する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予

約権を行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大規模買付者等に

よる権利行使が認められないという行使条件や当社が大規模買付者等以外の者から当社株式と引換え

に新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すことがあるものとします。また、当社取締

役会は、当社取締役会または株主総会が対抗措置の発動を決定した後も、対抗措置の発動が適切でない

と判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動の変更または停止を行

うことがあります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適切に情報開示を行います。

　本対応方針の有効期限は、平成20年６月27日開催の定時株主総会においてその導入が承認されたこと

から、当該定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

終結の時までとします。なお、本対応方針の有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の

向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを

行い、本対応方針の変更を行うことがあります。

　なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.

sanoyas.co.jp/ir/other.html）に掲載する「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）

に関するお知らせ」をご覧下さい。
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④ 各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　
　②に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別

な取組みは、②に記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方

策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。

　また、③に記載した本対応方針も、③に記載した通り、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる

ために導入されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方

針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、対

抗措置の発動または不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立

委員会が株主総会に諮る必要がないと判断する限定的な場合を除き、原則として株主総会決議によって

対抗措置の発動の可否が決せられること、本対応方針の有効期間は３年であり、その継続については株

主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保される

工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　
(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は70百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　　　 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月８日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 32,600,000 32,600,000大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は

100株である。

計 32,600,000 32,600,000 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成22年９月30日 － 32,600 － 2,538 － 1,110
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

サノヤス・ヒシノ明昌共栄会 大阪市北区中之島３丁目３番23号 2,300 7.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（住友信託銀行再信託分・住友重機
械工業株式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,145 6.57

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,425 4.37

ストラクス株式会社 東京都千代田区鍛冶町２丁目２番１号 1,402 4.30

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,123 3.44

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,000 3.06

住石マテリアルズ株式会社 東京都港区新橋６丁目16番12号 920 2.82

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 857 2.63

住友金属工業株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 844 2.59

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 650 1.99

計 ― 12,667 38.85

（注）　上記株主のうち、サノヤス・ヒシノ明昌共栄会は当社の取引会社で構成する持株会である。

　

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式

　
－ －

22,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,573,400325,734 －

単元未満株式 普通株式 4,400 － －

発行済株式総数 　 32,600,000 － －

総株主の議決権 　 － 325,734 －

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれている。

　

②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社サノヤス・ヒシノ
明昌

大阪市北区中之島
三丁目３番23号

22,200 － 22,200 0.07

計 － 22,200 － 22,200 0.07
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 414 424 342 307 285 231

最低(円) 367 286 292 260 197 200

(注)　株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半期

連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人によ

り四半期レビューを受けている。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類変更により、平成22年７

月１日をもって有限責任あずさ監査法人となった。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,951 32,790

受取手形及び売掛金 ※４
 16,222

※４
 18,733

商品及び製品 187 214

仕掛品 ※３
 1,299

※３
 1,816

原材料及び貯蔵品 512 514

その他 3,716 4,646

貸倒引当金 △182 △173

流動資産合計 56,706 58,542

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） ※１
 5,378

※１
 5,493

土地 5,212 5,111

その他（純額） ※１
 7,968

※１
 8,091

有形固定資産合計 18,559 18,697

無形固定資産

その他 668 646

無形固定資産合計 668 646

投資その他の資産

投資有価証券 4,665 5,325

その他 3,108 2,800

貸倒引当金 △273 △277

投資その他の資産合計 7,500 7,847

固定資産合計 26,727 27,191

資産合計 83,434 85,733
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 14,410

※４
 14,136

短期借入金 3,742 3,832

未払法人税等 886 1,978

前受金 24,699 26,455

賞与引当金 464 429

保証工事引当金 4,370 3,763

受注工事損失引当金 ※３
 33

※３
 39

固定資産撤去費用引当金 47 －

その他 968 949

流動負債合計 49,624 51,585

固定負債

社債 105 120

長期借入金 14,232 15,330

退職給付引当金 4,564 4,631

役員退職慰労引当金 206 215

固定資産撤去費用引当金 － 47

資産除去債務 557 －

負ののれん 109 120

その他 176 73

固定負債合計 19,952 20,539

負債合計 69,577 72,124

純資産の部

株主資本

資本金 2,538 2,538

資本剰余金 1,110 1,110

利益剰余金 8,539 7,942

自己株式 △9 △9

株主資本合計 12,177 11,581

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 819 1,210

繰延ヘッジ損益 － 34

評価・換算差額等合計 819 1,245

少数株主持分 860 782

純資産合計 13,857 13,609

負債純資産合計 83,434 85,733
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 34,302 35,618

売上原価 32,616 31,300

売上総利益 1,686 4,317

販売費及び一般管理費 ※１
 2,124

※１
 2,156

営業利益又は営業損失（△） △437 2,160

営業外収益

受取利息 11 11

受取配当金 115 41

その他 111 80

営業外収益合計 238 133

営業外費用

支払利息 146 199

シンジケートローン手数料 133 －

その他 10 9

営業外費用合計 290 208

経常利益又は経常損失（△） △489 2,085

特別利益

投資有価証券売却益 16 0

投資有価証券清算益 8 －

固定資産売却益 6 7

特別利益合計 31 7

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 530

固定資産除却損 29 2

減損損失 4 23

特別退職金 21 －

投資有価証券売却損 8 0

その他 4 18

特別損失合計 67 575

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△525 1,517

法人税、住民税及び事業税 413 868

法人税等調整額 △562 △133

法人税等合計 △148 734

少数株主損益調整前四半期純利益 － 782

少数株主利益又は少数株主損失（△） △80 23

四半期純利益又は四半期純損失（△） △295 759
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 21,128 17,597

売上原価 20,590 15,608

売上総利益 537 1,988

販売費及び一般管理費 ※１
 1,080

※１
 1,033

営業利益又は営業損失（△） △543 955

営業外収益

受取利息 4 6

受取配当金 2 2

貸倒引当金戻入額 － 35

為替差益 13 －

その他 41 29

営業外収益合計 62 73

営業外費用

支払利息 86 99

シンジケートローン手数料 133 －

為替差損 － 43

その他 4 5

営業外費用合計 223 148

経常利益又は経常損失（△） △704 880

特別利益

投資有価証券売却益 16 0

投資有価証券清算益 8 －

投資有価証券評価損戻入益 3 －

固定資産売却益 0 1

特別利益合計 28 1

特別損失

減損損失 － 22

固定資産除却損 13 2

特別退職金 10 －

投資有価証券評価損 － 6

その他 1 1

特別損失合計 25 33

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△701 849

法人税、住民税及び事業税 370 457

法人税等調整額 △606 △71

法人税等合計 △235 385

少数株主損益調整前四半期純利益 － 463

少数株主利益又は少数株主損失（△） △46 26

四半期純利益又は四半期純損失（△） △419 436
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△525 1,517

減価償却費 1,443 1,374

減損損失 4 23

のれん償却額 16 －

負ののれん償却額 － △10

退職給付引当金の増減額（△は減少） △145 △67

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 △9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 3

賞与引当金の増減額（△は減少） 33 35

保証工事引当金の増減額（△は減少） 1,922 607

受注工事損失引当金の増減額（△は減少） △125 △5

受取利息及び受取配当金 △126 △52

支払利息 146 199

為替差損益（△は益） △0 8

有形固定資産売却損益（△は益） △5 △7

有形固定資産除却損 29 2

投資有価証券売却損益（△は益） △8 0

投資有価証券評価損益（△は益） 0 6

特別退職金 21 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 530

売上債権の増減額（△は増加） 140 2,488

たな卸資産の増減額（△は増加） 875 542

仕入債務の増減額（△は減少） △2,944 9

前受金の増減額（△は減少） △837 △1,755

未収消費税等の増減額（△は増加） 797 871

その他 △409 △61

小計 260 6,252

利息及び配当金の受取額 124 48

利息の支払額 △128 △204

特別退職金の支払額 △10 －

法人税等の支払額 △748 △1,928

営業活動によるキャッシュ・フロー △503 4,167
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △428 △228

定期預金の払戻による収入 691 128

有形固定資産の取得による支出 △1,236 △816

有形固定資産の売却による収入 6 27

投資有価証券の取得による支出 △160 △79

投資有価証券の売却による収入 56 215

投資有価証券の償還による収入 100 －

貸付けによる支出 △15 △4

貸付金の回収による収入 28 35

その他 67 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △890 △731

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △255 △29

長期借入れによる収入 14,485 50

長期借入金の返済による支出 △5,897 △1,209

社債の償還による支出 △16 △15

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △162 △162

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,152 △1,366

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,759 2,060

現金及び現金同等物の期首残高 21,828 32,278

現金及び現金同等物の四半期末残高 28,588 34,338
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

会計方針の変更

 １「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31
日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）
を適用している。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ９百万円、税金等調整前四半期純利益は539百万円減少している。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は557百万円である。

 

 ２「連結財務諸表に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26
日)を適用している。

これにより、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時価評価法に変更したが、当該
変更による影響額は、土地が102百万円、繰延税金負債（固定）が42百万円、少数株主持分が59百万円それぞれ増
加している。

　

　

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　　前第２四半期連結累計期間において、独立掲記していた「シンジケートローン手数料」（当第２四半期連結
累計期間３百万円）は、営業外費用の総額の100の20以下であるため、当第２四半期連結累計期間においては
「その他」に含めて表示している。

 
　

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

１　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「貸倒引当金戻入額」
は、営業外収益総額の100分の20を超えたため区分掲記している。

　　なお、前第２四半期会計期間の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は０百万円である。

 

２　前第２四半期連結会計期間において、独立掲記していた「シンジケートローン手数料」（当第２四半期連結
会計期間３百万円）は、営業外費用の総額の100の20以下であるため、当第２四半期連結会計期間においては
「その他」に含めて表示している。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１.棚卸資産の評価方法
棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下
げを行う方法によっている。

 

２.固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に
よっている。

 

３.繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、第１四半期連結会計期間末以降に経営環境等、かつ、一時差異等
の発生状況に著しい変化がないと認められるので、第１四半期連結会計期間において使用した将来の業績予測や
タックス・プランニングを利用する方法によっている。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　該当事項なし。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 46,287百万円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 45,982百万円

 

　 　

　２　手形割引高

受取手形割引高 109百万円

 

　２　手形割引高

受取手形割引高 67百万円

 

※３　受注工事損失引当金

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸
資産と受注工事損失引当金は、相殺せずに両建てで
表示している。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸
資産のうち、受注工事損失引当金に対応する額は仕
掛品０百万円である。

※３　受注工事損失引当金

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸
資産と受注工事損失引当金は、相殺せずに両建てで
表示している。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸
資産のうち、受注工事損失引当金に対応する額は11
百万円である。

※４　期末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理している。なお、
連結子会社の当第２四半期連結会計期間末日が金
融機関の休業日であったため、次の連結子会社の四
半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連結会計
期間末残高に含まれている。

　受取手形 58百万円

　支払手形 167百万円

 

※４　期末日満期手形

当連結会計年度末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理している。なお、
連結子会社の決算日が金融機関の休業日であった
ため、次の連結子会社の期末日満期手形が当連結会
計年度末残高に含まれている。

 

　受取手形 39百万円

　支払手形 168百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費について

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりである。

給料手当等 781百万円

賞与引当金繰入額 91百万円

役員退職慰労引当金繰入額 21百万円

退職給付費用 50百万円

貸倒引当金繰入額 21百万円

 

※１　販売費及び一般管理費について

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりである。

給料手当等 771百万円

賞与引当金繰入額 92百万円

役員退職慰労引当金繰入額 20百万円

退職給付費用 35百万円

貸倒引当金繰入額 11百万円

 

　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費について

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりである。

給料手当等 366百万円

賞与引当金繰入額 55百万円

役員退職慰労引当金繰入額 10百万円

退職給付費用 30百万円

貸倒引当金繰入額 26百万円

 

※１　販売費及び一般管理費について

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりである。

給料手当等 345百万円

賞与引当金繰入額 58百万円

役員退職慰労引当金繰入額 10百万円

退職給付費用 21百万円

 

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残
高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残
高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

　

現金及び預金勘定 29,050百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △462百万円

現金及び現金同等物 28,588百万円

　

　

現金及び預金勘定 34,951百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △612百万円

現金及び現金同等物 34,338百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　　普通株式（株） 32,600,000

　

２　自己株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　　普通株式（株） 22,230

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　　該当事項なし。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
　定時株主総会

普通株式 162 ５ 平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

　

(2)　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
船舶部門

(百万円)

陸上部門

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 15,641 5,486 21,128 － 21,128

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 3 3 （3） －

計 15,641 5,489 21,131 （3） 21,128

営業利益又は営業損失（△） 1,589 △1,727 △138 （404） △543

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な製品

(1) 船舶部門……　新造船、作業船、改造船、修繕船、LPG船

(2) 陸上部門……　鉄鋼構造物、駐車装置、建設機械、遊園機械、機械部品、自動車部品、空調・給排水・環境工事、

ソフトウェア開発、乳化装置、撹拌機

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
船舶部門

(百万円)

陸上部門

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 25,327 8,975 34,302 － 34,302

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 5 5 （5） －

計 25,327 8,980 34,307 （5） 34,302

営業利益又は営業損失（△） 2,326 △1,972 353 （791） △437

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な製品

(1) 船舶部門……　新造船、作業船、改造船、修繕船、LPG船

(2) 陸上部門……　鉄鋼構造物、駐車装置、建設機械、遊園機械、機械部品、自動車部品、空調・給排水・環境工事、

ソフトウェア開発、乳化装置、撹拌機

３　会計方針の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、従来、工事完成基準を適

用していたが第１四半期連結会計期間から第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、進捗部分について

成果の確実性が認められる工事については工事進行基準、その他の工事については工事完成基準を適用すること

に変更している。

これにより、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間の売上高、営業利益又は営業損失は、「船舶部門」で

売上高が6,600百万円、営業利益が1,394百万円それぞれ増加し、「陸上部門」で売上高が328百万円増加し、26百

万円営業損失が減少している。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 中南米 アフリカ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 10,559 2,217 1,691 14,469

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 21,128

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

50.0 10.5 8.0 68.5

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1)　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

　(2)　各区分に属する主な国又は地域

　　　 中南米……パナマ

　　　 アフリカ……リベリア

　　　 その他の地域……オランダ

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 中南米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 10,678 10,050 2,938 23,667

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 34,302

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

31.1 29.3 8.6 69.0

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1)　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

　(2)　各区分に属する主な国又は地域

　　　 中南米……パナマ

　　　 ヨーロッパ……オランダ

　　　 その他の地域……リベリア

　
（国又は地域の区分の変更）

　前第２四半期連結累計期間に記載していた「アフリカ」は、当第２四半期連結累計期間において売上割合が

10％未満になったため、「その他の地域」に含めている。なお、当第２四半期連結累計期間の「その他の地域」に

含まれるアフリカ分は2,901百万円である。
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【セグメント情報】

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日）を適用している。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社は、本社に製品・サービス別の営業本部を置き、営業本部内において取扱う製品・サービスについ

ての包括的な戦略を立案し、営業活動を展開している。

従って、当社は営業本部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「船舶部門」

及び「陸機部門」の２つを報告セグメントとしている。

「船舶部門」は、国内外の船主向けに主としてばら積船建造と民間並びに官公庁船の修繕等を行って

いる。「陸機部門」は、立体駐車装置・食品タンク等の製造、建設工事用エレベーターの製造・レンタル、

遊園機械の製造並びに遊園地運営を行っている。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント その他
の部門
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益計
算書
計上額
(注３)

船舶部門 陸機部門 計

売上高 　 　 　
　 　

　 　

  外部顧客への売上高 27,9953,72531,7213,89735,618 － 35,618

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

2 453 455 97 552 △552 －

計 27,9974,17832,1763,99436,171△552 35,618

セグメント利益又は
損失（△）

4,675△1,865 2,809 229 3,038 △877 2,160

　

(注) １　「その他の部門」の区分は報告セグメントには含まれていない事業セグメントであり、空調・給排水・環境工

事、機械部品製造、化粧品製造用機械製造、自動車部品製造、ソフトウエア開発等を含んでいる。

２　調整額は、以下のとおりである。

セグメント利益又は損失の調整額877百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用878百万円及びセ

グメント間取引消去△０百万円である。

全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント その他
の部門
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益計
算書
計上額
(注３)

船舶部門 陸機部門 計

売上高 　 　 　
　 　

　 　

  外部顧客への売上高 14,0192,05816,0781,51917,597 － 17,597

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

1 226 228 49 277 △277 －

計 14,0212,28416,3061,56817,874△277 17,597

セグメント利益又は
損失（△）

2,131 △805 1,326 19 1,346 △390 955

　

(注) １　「その他の部門」の区分は報告セグメントには含まれていない事業セグメントであり、空調・給排水・環境工

事、機械部品製造、化粧品製造用機械製造、自動車部品製造、ソフトウエア開発等を含んでいる。

２　調整額は、以下のとおりである。

セグメント利益又は損失の調整額390百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用390百万円及びセ

グメント間取引消去０百万円である。

全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

　

　 398円95銭

　

　

　 393円73銭

　
　 　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 13,857 13,609

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 860 782

  （うち少数株主持分）（百万円） （860） （782）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 12,996 12,826

期末の普通株式の数（千株） 32,577 32,577

　

２  １株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失 9円08銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

 

１株当たり四半期純利益 23円31銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載していない。　

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円）

△295 759

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円）

△295 759

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,577 32,577
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失 12円87銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

 

１株当たり四半期純利益 13円41銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載していない。

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円）

△419 436

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）（百万円）

△419 436

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,577 32,577

　

(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月10日

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　尾　　方　　宏　　印　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　隆　　雄　　印　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　井 家 上　　愼　　一　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社サノヤス・ヒシノ明昌の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サノヤス・ヒシノ明昌及び連結子会

社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員業
務 執 行 社 員

　 公認会計士　　松　　井　　隆　　雄　　印　

　

指定有限責任社員業
務 執 行 社 員

　 公認会計士　　井 家 上　　愼　　一　　印　

　

指定有限責任社員業
務 執 行 社 員

　 公認会計士　　三　　宅　　  潔　　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社サノヤス・ヒシノ明昌の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サノヤス・ヒシノ明昌及び連結子会

社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌(E02132)

四半期報告書

37/37


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

